
 （単位：万トン）

水準 動向 ２０年 ２１年 ２２年 ２３年
漁獲シナリオ
（管理基準）

20年 21年  22年 23年（案）

太平洋 中位 減少 4.5 3.4 3.0 3.3
親魚量維持
（②）

対馬暖流 中位 横ばい 15.0 16.6 19.4 18.7
親魚量維持
（③）

合 計 19.5 20.0 22.4 22.0 27.1 20.8 22.4 22.0

19.5 20.0 - -

<参考＞　Blimitと親魚量

水準 動向

５年後に現
状親魚量を
維持する確

率

５年後に
Blimitを維持

する確率

① 3.1 95% 99%

② 3.2 63% 87%

*③ 3.3 38% 75%

3.5 2% 10%

*① 14.8(13.7) 99.8% 100%

*② 19.9(18.3) 62% 88%

*③ 20.4(18.7) 53% 78%

減少 ＜Blim

ABClimit

＞Blim

現状の漁獲圧の維持

ABClimit

漁獲シナリオ
（管理基準）

親魚量2.4万トン

※対馬暖流系群の2011年漁獲量（　）内は、我が国200海里内の値。
※＊のついたシナリオが中期的管理方針に合致する。

資源量の増大（漁獲が無い場合の親魚量の3
０％を残す漁獲圧） 21万トン

現状の漁獲圧の維持

現状の親魚量の維持

参考値

横ばい

2.3万トン

対馬暖流系群 中位

　２３年まあじ漁獲可能量（ＴＡＣ）案について

ＴＡＣの基礎とする数量
※

※「ＴＡＣの基礎とする数量」とは、中期的管理方針を踏まえてABClimitをベースとして設定した数量であり、採捕の総量がこの数値以内になるようにすることを目安とする。調整枠（２０年漁期まで）や、漁場
変動に対応して追加配分した数量を含まない。

魚種

親魚量15万トン

ＡＢＣlimit(日本EEZ)

系群

資源状態

評価

【資源評価結果】

漁獲圧の軽減による資源の増大

現状の親魚量の維持
太平洋系群 中位

親魚量の回復

資源の状態

まあじ

資料 ３

2011年漁獲
量（万トン）

【中期的管理方針】
　太平洋系群については、資源水準の維持を基本方向として、管理を行うものとする。対馬暖流系群については、大韓民国等と我が
国の水域にまたがって分布し、大韓民国等においても採捕が行われていることから、関係国との協調した管理に向けて取り組みつつ、
資源の維持若しくは増大することを基本に、我が国水域への来遊量の年変動も配慮しながら、資源回復計画に基づく取組により、管
理を行うものとする。

資源量（親魚
量）の状態

備　考

【２３年ＴＡＣ設定の考え方】
太平洋系群及び対馬暖流系群について、中期的管理方針
に則して、ベースとするＡＢＣをそれぞれ漁獲シナリオ（管理
基準）の「親魚量の維持（太平洋３．３万㌧、対馬１８．７万
㌧）」とし、これらの合計値２２．０万㌧をＴＡＣ数量とする。

(注）まあじ、まいわし、さば類では、漁場の形成状況が毎年
大きく変化することに対応し、配分量が不足する県等に対す
る追加配分を可能とするための調整枠を２０漁期までTAC
の内数として設定していた。
　２１年漁期からは、調整用の数量をTACの内数とせずに、
漁場形成の状況を踏まえつつ、必要に応じて、漁獲可能量
の改定と同時に関係する配分数量の改定（追加配分）を行
う。
　追加配分を行う場合は、採捕の総量が「ＴＡＣの基礎とす
る数量※」以内となることを目安とする。

Blimit
2009年
親魚量

ＴＡＣ



（単位：万トン）

水準 動向 ２０年 21年 22年 23年
漁獲シナリオ
（管理基準）

20年 21年 22年
23年
（案）

太平洋 低位 増加 3.8 5.5 9.0 14.0

対馬暖流 低位 増加 － － －

（参考）
（0.52)

（参考）
（0.6)

（参考）
（1.2)

（参考）
（1.1)

合 計 － － － － 5.2 6.1 10.2 15.1

<参考＞　Blimitと親魚量

水準 動向

 ① 5.3

 ② 11.3

 ③ 13.6

*④ 14.0

22.2

低位 増加 －※
1.0万トン
（参考値）

親魚量
10万トン

資源量0.5万トン

備　考

【２３年ＴＡＣ設定の考え方】
太平洋系群では、中期的管理方針に則して、ベースとする
ＡＢＣを漁獲シナリオ④の「親魚量の維持（１４．０万㌧）」と
する。対馬暖流系群については、資源が低位にあり情報が
不足していることからＡＢＣは算出されていないが、資源の
定性的な評価が「低位水準で増加傾向」とされ、中期的管
理方針に則したＡＢＣ参考値は「親魚量の維持（１１千㌧）」
とされており、これらを踏まえ、１５．１万㌧をＴＡＣ数量とす
る。

(注）まあじ、まいわし、さば類では、漁場の形成状況が毎
年大きく変化することに対応し、配分量が不足する県等に
対する追加配分を可能とするための調整枠を２０漁期まで
TACの内数として設定していた。
　２１年漁期からは、調整用の数量をTACの内数とせず
に、漁場形成の状況を踏まえつつ、必要に応じて、漁獲可
能量の改定と同時に関係する配分数量の改定（追加配分）
を行う。
　追加配分を行う場合は、採捕の総量が「ＴＡＣの基礎とす
る数量※」以内となることを目安とする。

※「ＴＡＣの基礎とする数量」とは、中期的管理方針を踏まえてABClimitをベースとして設定した数量であり、採捕の総量がこの数値以内になるようにすることを目安とする。調整枠（２０年漁期
まで）や、漁場変動に対応して追加配分した数量を含まない。

親魚量の維持

親魚量の増大(0.5Fcurrent）

親魚量の増大(0.4Fcurrent)

親魚量の増大(B/Blimit×Fmed)

93%

100%

85%

100%

100%

100%

100%

Bban

親魚量の維
持（④）

（注）
ＴＡＣ数量
に調整枠
を含む

（親魚量の維
持）

ＡＢＣlimit(日本EEZ)

【中期的管理方針】
　太平洋系群については、資源水準の維持を基本方向として管理を行うものとする。
  対馬暖流系群については、大韓民国等と我が国の水域にまたがって分布し、大韓民国等においても採捕が行われて
いることから、関係国との協調した管理に向けて取り組みつつ、資源の維持若しくは増大することを基本に、我が国水域
への来遊量の年変動も配慮しながら、資源回復計画に基づく取組により、管理を行うものとする。

系群

資源状態

2009年
親魚量

太平洋系群 低位 7.2万トン

10年間にBbanを
回避する確率

23%

5年後Blimitへ回
復する確率

評価

※対馬暖流系群は、コホート解析の不確実性がかなり高いため、ABCの算定は行っていないが、参考値として、親魚量を維持する２０１１年漁獲量は１１千トン。
※＊のついたシナリオが中期的管理方針に合致する。

資源量2.2万トン

参考値

漁獲圧の維持

対馬暖流系群

親魚量
22.2万トン

＜Blim － － －

【資源評価結果】

資源の状態

増加 ＜Blim

ABClimit

Blimit

76%

81%

ＴＡＣの基礎とする数量
※

　２３年まいわし漁獲可能量（ＴＡＣ）案について

資源量
（親魚
量）の
状態

漁獲シナリオ
（管理基準）

2011年漁
獲量（万ト

ン）

まいわし

魚種



（単位：万トン）

水準 動向 ２０年 ２１年 ２２年 ２３年
漁獲シナリオ
（管理基準）

20年 2１年 22年 23年（案）

冬季発生 中位 横ばい 14.0 15.1 15.7 14.1
現状の親魚
量の維持
（②）

秋季発生 高位 横ばい 19.3 18.1 16.1 13.1 現状の親魚
量の維持
（②）

合 計
33.3 33.2 31.8 27.2

33.3 33.3* 31.8 27.2

<参考＞　Blimitと親魚量

水準 動向
5年後に現
状の親魚量

維持

5年後に
Blimitを維持

① 16.3(10.6) 83% 92%

*② 21.7(14.1) 48% 65%

① 17.6(7.6) 76.9% 83.2%

*② 30.6(13.1) 51.0% 61.3%

48.0万トン
親魚量

39.5万トン

27.2万トン
親魚量

20.0万トン

Blimit
2009年
親魚量

2011年漁獲量の（　）内は、我が国200海里の値。
※＊のついたシナリオが中期的管理方針に合致する。

現状の親魚量の維持

秋季発生系群 高位 横ばい

現状の親魚量の維持

≧Blim 現状の漁獲圧の維持

ABClimit

現状の漁獲圧の維持

資源の状態

冬季発生系群 中位 横ばい

資源量（親魚
量）の状態

漁獲シナリオ
（管理基準）

≧Blim

ABClimit

　２３年するめいか漁獲可能量（ＴＡＣ）案について

するめいか

【資源評価結果】

魚種

資源状態

系群

注：*端数処理にともないABC値と異なる

ＡＢＣlimit(日本EEZ)

備　考

ＴＡＣ

【２３年ＴＡＣ設定の考え方】　冬季発生系群及び秋
季発生系群について、中期的管理方針に則して、
ベースとするABCを漁獲シナリオ（管理基準）②の
「現状の親魚量の維持（冬季系群１４．１万㌧、秋季
系群１３．１万㌧）」とし、これらの合計値に基づく２
７．２万㌧をＴＡＣ数量とする。

【中期的管理方針】
　高、中位にある資源が海洋環境の変化により大幅減少に転じる可能性があることから、資源動向の把握に努めつつ、海洋環境条件に応じ
た資源水準の維持を基本方向として管理を行う。資源水準の変動に際しては、関係漁業者の経営への影響が大きくなりすぎないように配慮
を行うものとする。

評価

2011年漁獲
量（万トン）


